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33.2%

29.4%

47.3%

60.3%

64.5%

69.4%

18.5%

21.6%

22.1%

21.6%

17.7%

20.0%

40.0%

20.5%

21.1%

10.4%

13.4%

8.1%

8.2%

20.0%

14.6%

17.0%

8.1%

1.0%

5.6%

1.2%

4.9%

5.5%

8.1%

1.5%

3.2%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

(N=5)

70歳以上

(N=205)

60歳代

(N=218)

50歳代

(N=222)

40歳代

(N=194)

30歳代

(N=124)

20歳代

(N=85)

＜年代別＞

特に無し 相談ができる場を設けてほしい

広報誌などに使い方や専門用語の解説 講座等を開催してほしい

相談できる人を派遣してほしい

0.0%

28.8%

15.6%

21.6%

12.9%

5.6%

4.7%

40.0%

22.4%

36.2%

46.8%

64.4%

51.6%

51.8%

40.0%

64.9%

77.1%

82.9%

83.0%

72.6%

76.5%

60.0%

82.0%

92.2%

94.6%

99.0%

99.2%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

無回答

(N=5)

70歳以上

(N=205)

60歳代

(N=218)

50歳代

(N=222)

40歳代

(N=194)

30歳代

(N=124)

20歳代

(N=85)

＜年代別＞

スマートフォン パソコン タブレット 携帯電話

・インターネットを利用している割合は 85%であり，主な利用目的は，情報検
索（94.9%）や SNS（76.6%），商品・サービス等の購入・利用（73.9%）である。 
・一方で，インターネットを利用していない割合は全体の 14%であり，そのう
ち 70 歳代が 58.2%を占めており，理由は，「機器の操作方法等がわからない」
（64.7%）が最も多く，利用に向け支援等が必要であると捉えられる。 

・市民のスマートフォンの世帯保有率は 93.3%であり，前回調査時（H29年度：
69.1%）から広く普及している。（参考：全国平均（88.6%）） 
・年代別では，70歳代においても 80%を越えている。 
・平成 29年度の調査と比較すると，パソコンよりもスマートフォンを保有し
ている割合が増加しており，スマートフォンから利用できるサービス展開が
求められていると捉えられる。 

・全体では，「個人情報の流出」（82.1%）が最も多く，「犯罪に巻き込まれる可能性」
（56.2%）や「正確な情報がわからなくなる」（53.6%）などが半数を占めている。 
・一方，インターネットを利用していない人は，「個人情報の流出」（56.8%）の次
に「デジタル化についていけず取り残されてしまう」（52.1%）と回答している割合
が高く，多くの市民がデジタル化の恩恵を受けられる環境づくりが必要であると
捉えられる。 

【デジタル化の進展等に関する不安等】 
（インターネットを利用していない人） 

・世代が上がるにつれて支援を求めている傾向にあり，60歳・70歳代では，「相
談できる場」や「機器の使い方等の解説」を求める割合が高くなっている。 

0.5%

7.7%

8.0%

13.8%

46.7%

48.0%

76.4%

不明

その他

totra

利用していない

スマートフォン決済

Suica、PASMO等のカード決済

クレジットカード

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜利用しているキャッシュレス決済＞

（N＝1,053）

・「クレジットカード決済」（76.4%）が最多であるが，交通系 ICカード（48%）
や PayPayなどのスマートフォン決済（46.7%）が徐々に普及してきている状況が
捉えられる。 

1.7%

10.3%

16.2%

17.8%

21.0%

27.9%

28.0%

28.2%

29.2%

33.0%

37.5%

53.0%

55.2%

56.4%

不明

特にない

産業・経済

地域活動

環境

生涯教育

子育て

学校教育

観光・娯楽

交通

福祉

防災・防犯

行政

保健・医療

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

＜デジタル化に力を入れたほうが良いと思う分野＞

（N＝1,053）

1.8%

7.3%

14.2%

19.7%

36.8%

37.6%

60.4%

不明

わからない

民間事業者と今まで以上に協力

職員を育成していくこと

スピード感をもち，随時，改善ししてい…

デジタル化の恩恵をなるべく多くの人々に

サイバーセキュリティ対策

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

＜重要だと考えること＞

（N＝1,053）

目的ごとに可否を

選択できるように

してほしい

50.1%

個人情報はなるべ

く活用せずにサー

ビスを展開してほ

しい

22.9%

より良いサービス

が展開されるので

あれば，個人情報

は積極的に活用し

てほしい

15.7%

わからない

8.7%

不明

2.6% ＜個人情報の活用＞

（N＝1,053）

１ 情報通信機器の保有状況 

「宇都宮市のデジタル化の推進に関する意識調査」の結果の概要  内  容 

調査対象者 ・20歳以上 80歳未満の市民（約 39万人） 
・住民基本台帳からの無作為抽出 

調査方法 郵送・Webによる調査票の送付・回収 
無記名記入方式 

回答者数 1,053人/3,000人（35.1%） 

 

３ デジタル化の進展やデジタルサービス等の利用に際しての不安等 

４ デジタル機器の活用にあたって求める支援方法 

５ 利用しているキャッシュレス決済の状況 

６ デジタル化に力を入れてほしい分野 

・「保健・医療（情報発信やオンラインでの相談等）」分野（56.4%）が最も多く，
次に「行政（手続き等のオンライン化や書かない窓口サービス等）」（55.2%）が
多い状況であり，市民に身近な準公共分野や行政（市役所）のデジタル化が求め
られていると捉えられる。 

７ 行政がデジタル化を推進していく上で重要と考える事項 

・「セキュリティ対策」（60.4%）が最も多く，次に「デジタル化の恩
恵を多くの人が受けられること」（37.6%），「スピード感をもち，改善
しながら取り組んでいくこと」（36.8%）となっており，今後は，安全
性を確保した上で，スピーディーかつ柔軟に取り組み，多くの人が恩
恵を受けられるようにしていく必要があると捉えられる。 

８ 行政による個人情報の活用 

・個人情報等のデータ活用は，「目的ごとに可否を選択できるように
してほしい」（50.1%）が最多であり，「より良いサービスが展開され
るのであれば積極的に利用してほしい」（15.7%）と合わせると，約７
割が利用ルールに基づき，データを活用したサービス展開を期待して
いると捉えられる。 

２ インターネットの利用状況 

別 紙 ２ 

９ 

【参考】回答率（年代別） 


